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1999 年3月末に 3,232 あった自治体は 2010
年3月末には 1,727 まで半減した。地方公務
員数は、1994 年の 328 万人がピークであり、






Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.




































































































1999 年3月末に 3,232 あった自治体は 2010
年3月末には 1,727 まで半減した。地方公務
員数は、1994 年の 328 万人がピークであり、






Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.






















































































Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
















































































































































































Copyright 2019 The Authors. Copyright 2019 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.


















































































































































































































図1 市民社会アクターの自治体政策満足度（JIGS2 調査 , NPOQ25, 社会団体Q23, 自治会Q38）
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団体2の生産額は 1996 年の約 9.2 兆円から
2016 年には約 11.9 兆円に増加し、その対
GDP比は 1.86％から 2.22％へ拡大したこと
になる。対家計民間非営利団体の就業者数は





法人の数は 1996 年の 15,454 法人から 2016































































































































































































































図1 市民社会アクターの自治体政策満足度（JIGS2 調査 , NPOQ25, 社会団体Q23, 自治会Q38）
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はないが）、事業所は 1996 年から 2006 年に
かけては、37,982 か所から 40,681 か所に微
増し、2009 年から 2016 年にかけては 50,736
か所から 48,753 か所と減少に転じた。従業




雇用に属するものの割合8 が 1996 年の











7 総務省、「日本標準産業分類（平成 25 年 10 月改定）（平成 26 年4月1日施行）」（http://www.soumu.go.jp/toukei_
toukatsu/index/seido/sangyo/H25index.htm）。
8 「常用雇用者」の「正社員・正職員以外」と「臨時雇用者」の合計の従業者総数に占める割合
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して、2001 年までに 2.9 兆円と4割減とな
り、以後、東日本大震災後の 2012 年からの3
年間の高まり（被災者寄付の収集などのため
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から 10 年後、2017 年を中心に行われた
JIGS4 調査ではそのフォローアップを行っ














9 社会団体：東京都）N＝ 8,203 団体、茨城県）N=1,516 団体。ここから、東京都 3,400 団体、茨城県 1,000 団体を無作
為抽出。有効回答数 N=1,303 団体（東京都 N＝ 942 団体、茨城県 N＝ 343 団体、所在地不詳 N＝ 18 団体）。回収率 29.6％
（東京都 27.7％、茨城県 34.3％）
10 JIGS2-LG調査における観察数（N＝ 20 以上）の回答結果を得られた 64 都市および東京 23 区、そして茨城県の複数都
市を含めた計 88 地点の①市民活動課、②福祉課、③産業振興課、④環境課に該当する関係各所の課長級以上の職員を対象
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16 この分析結果は、「Q23：貴部署では、自治会、NPO・市民団体、それ以外の諸団体（Q22 の D～H）とは、次にあげる
内容のためにどのくらい頻繁に接触（面会、電話、手紙、Eメールなど）しますか」という設問に対する「A. 団体から自
治体に対する要望」、「B. 行政方針についての説明・説得」、「C. 相互の意見交換」、「D. 団体からの新規事業の提案」に関
する回答（1．月1回以上、2．半年に1回以上、3．半年に1回未満）結果を示したものである。
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